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現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

29 11

51

件

292,585

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
0.0283

66,000

15

　入居申込者については、高齢者世帯、離婚による母子世帯の申込みが多い状況です。
今後については、当面新築の公住建設の計画はないものの、家賃が安価な公営住宅へ
の入居希望の需要は高い状況が継続するものと考えられ、入居決定にあたっては、選考
委員会での判定に基づき公正・公平な審査による手法を継続推進していきます。

　公営住宅入居申込者の中から入居者を選考するにあたり、
民生委員及び学識経験者で構成する第三者機関が公正に判
断し、選考する必要があるため、昭和37年公営住宅法、公営
住宅使用条例制定とともに事業が開始されている。

成果指標

75.7 80.073.0

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 80.0
上位成果指標

　入居申込者の住宅困窮度合により、優先度が高いと判定された者から入居
決定することで、申込者の公平化と社会福祉の向上を図る。

　住宅に困窮している公営住宅入居申込者

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

　住宅に困窮する低所得者に対し、低廉な家賃で住宅を貸与することにより、
住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与する。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

①

件

名　　称

年間入居件数（特定入居を含まない）

62,700

4

229,885 75,804

事務事業及び各指標の変更

2

4

有

66,000
66,000

4
66,000138,504

66,000

0.0092

66,000

（目標)

(27年度から）

62,700

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

居住環境に満足している町民の割合 ％

31年度

件入居申請及び待機件数

単　位

③

件年間選考件数①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

年間選考委員会開催回数 回

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

山﨑　清
126

37

芽室町公営住宅入居者選考委員会規則

所属
部門

事務事業名 公営住宅入居者選考委員会運営事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

杉山ゆかり課長名

予算
科目

会計区分 款 項

事業期間

月 19

予算上の事業名

29 年度

目

内線
住民生活課 公営住宅係

日

　収入基準等の入居資格要件に基づき、入居申込者の住宅困窮度、緊急度
の審査を行い、公営住宅提供の必要度を判定する。

総合
計画
体系

公営住宅入居者選考委員会運営事業15

施策名

都市空間の整備と有効な土地利用の推進

7

②

法令根拠

快適な住環境の整備

基本目標

政策名

快適で安全安心な暮らしを支えるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

事業費計（A） 62,700

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円

 正職員従事人数

 一 般 財 源 62,700

40

15

60
51 36

60
40

 人工数(業務量)

活動指標
4回

人件費計（B）

82
件

円

対象指標 件



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

　公営住宅の入居決定の入居要件である住宅困窮度判定のために、引き続き年4回の入居者選考委員会を開催し、判定に基づき入居決定
していく。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

　年間4回の委員会開催数は、選考を行ううえで必要最低限であると考える。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

低下

　現在、公営住宅の入居決定については、選考委員会での判定に基づいて行っているため、廃止の影響はある。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

住民生活課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持 ○

　平成2９年度においても、公営住宅の入居決定にあたっては、原則年4回開催する入居者選考委員会
に諮問し、その判定結果をもとに入居決定していく方式とする。

削減

向上

コスト

増加

現状維持

 2.改革・改善による期待成果

公営住宅係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

　公営住宅の入居決定にあたって、公正・公平な判断が求められるため。

　対象は、あくまでも公営住宅入居申込者であり拡大・縮小できるものではない。

　退去件数が予測不能であるため、成果指標の向上には限度がある。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

　費用負担を求める事業ではない。

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

公営住宅入居者選考委員会運営事業



( )

現状把握の部（Dｏ） → 現在やっていること
◇事務事業の目的と効果
 1.手段（事業の概要）

 3.意図（この事業によって、対象をどのようにしたいか）

 4.結果（どんな結果に結び付けるのか）

→

①
②
③
①
②
③
①
②
③
①
②
③

◇事務事業の環境変化

 2.対象（何を対象にしているか～人、公共施設、自然資源など）

102 53

171,544,915

32

％

142,165,876

2人

トータルコスト(A)＋(B)

年間
人
件
費

2

円
1.4875

137,221,000

12
75

 住宅の営繕業務は、民間業者に委託し実施する方式としています。平成28年
度、「芽室町公営住宅等長寿命化計画」の見直しを行い、西園町団地を全面的
改善から用途変更としました。耐用年数を超えた住宅(花園町西団地、西園町団
地、新西町団地)の安全性確保のため毎年点検を行うこととし、退去後は募集を
停止し政策空家としていきます。

　昭和37年に公営住宅法に基づく建設がなされたと同時に本
事業は開始されたもので、住宅に困窮する低額所得者に対
し、国と地方が協力して低廉な家賃で住宅を供給し、住民の
生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とし推進
してきたものです。

成果指標 13

75.7 80.0

14

73.0

 1.この事務事業を開始した背景  2.事務事業を取り巻く状況と今後の予測（どう変わったか、どうなるか）

％ 80.0
上位成果指標

　生活困窮者への公営住宅の賃貸を維持継続し、営繕の実施により適正な
維持管理を行う。

公営住宅及び公営住宅入居者

％

（目標)（目標)
32年度30年度

(予算)単位 28年度

　住宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で住宅を提供することで、
住民の生活の安定と社会福祉の増進につながる。また、必要な営繕業務を実
施することで、入居者への快適で安心な住環境の提供につながる。

◇総事業費・指標等の推移

②

 7.成果指標（意図の達成度合を表す指標）

修繕費充当率(修繕費／家賃総額）

①

％

名　　称

充足率(入居件数／退去件数）

84,566,506

171,544,915

734

12,083,201 13,641,435

事務事業及び各指標の変更

39,063,000

2

734

有

12,102,000
137,221,000

734
137,221,000185,186,350

12,102,000
79,874,360

34,990,000

86,056,000

1.6556

137,221,000

（目標)

(27年度から）

39,063,000

86,056,000
36,973,409

①

単　位

③

（目標)
32年度

③

 8.上位成果指標（結果の達成度を表す指標）

③

単　位

②

無

名　　称

居住環境に満足している町民の割合 ％

31年度

件退去件数(特定入居者含む)

単　位

③

件入居件数(特定入居者含む)①

②

 6.対象指標（対象の大きさを表す指標）

名　　称

①

名　　称

管理戸数 戸

年度から
年度まで

作成日 平成 29 年 4

開始年度 昭和
毎年繰返事業

一般

一般

一般

 5.活動指標（手段や活動内容を表す指標）

単　位

担当者名
内線番号

菊地　徳之
125

37

公営住宅法、芽室町公営住宅管理条例、同施行規則

所属
部門

事務事業名 公営住宅維持管理事業

平成 事務事業マネジメントシート 
事務事業
の性格

杉山　ゆかり課長名

予算
科目

会計区分 款 項

14

事業期間

月 19

予算上の事業名

29 年度

目

内線
住民生活課 公営住宅係

日

堆積土砂排除事業

1

1

3

公営住宅の家賃算定から営繕にいたるまでの維持管理業務を行う。

14
総合
計画
体系

5

公営住宅維持管理事業

災害復旧事業（住宅施設）

1

円維持管理費

5

施策名

都市空間の整備と有効な土地利用の推進

7

②

法令根拠

快適な住環境の整備

基本目標

政策名

快適で安全安心な暮らしを支えるまちづくり

内　訳 (実績)
27年度

45,505,000

事業費計（A） 130,082,675

(実績)
29年度

事
業
費 円

円

円
 地　 方　 債

 国・道支出金

 その他(使用料等)
投
入
量

円
円 4,500,000

 正職員従事人数

 一 般 財 源 15,218,315

30

75

137,221,000

40
38 18

40

137,221,000

30

 人工数(業務量)

活動指標
734

円
戸

人件費計（B）

37
件

円

130,082,675

対象指標 件

14％



◇町民等からの意見・要望 → 町民の声をどう反映させたのかをシート下段の改善・改革の概要に明記

 意見がある　【具体例↓】  特定できる意見がない

評価の部（Sｅｅ） → 28年度実績からみた評価
 必要性はある　【理由↓】  必要性はない　【理由↓】

 拡大・縮小できる　【→改革改善案へ】  拡大・縮小できない　【理由↓】

 向上できる　【→改革改善案へ】  向上できない　【理由↓】

 廃止・休止・統廃合で影響がある　【理由↓】  影響がない　【→改革改善案へ】

 削減できる　【→改革改善案へ】  削減できない　【理由↓】

 受益・負担が適正である　【理由↓】  受益・負担が適正でない【→改革改善案へ】

改革・改善の部（Plan） → 上記の町民等の意見・要望や評価結果を受けた改革案・今後(29年度以降)の計画

30
年
度
以
降
の
取
組

①公営住宅の営繕に関しては、引き続き必要性・緊急性を総合的に判断し実施していきます。
②芽室町公営住宅等長寿命化計画に基づき、西町団地の改善工事を８戸ごと順次実施していきます。
③公営住宅の管理戸数の縮減と、建物の長寿命化を目的とした計画的な住宅改善工事を実施することで、総体的な修繕費圧縮にむすびつ
き、トータルコストの削減と成果指標の向上につなげていきます。

※町民等の意見・要望に対する検討結果

現時点での建て替えの計画はありませんが、住宅マスタープランの見直しで検討し、次期公営住宅等長寿命化計画策定時に反映させます。

提供すべき対象へ提供できて
いるか、費用負担が適切にな
っているか

29
年
度
の
取
組

○

低下

　公営住宅の適正な維持管理業務は、入居者の快適な住環境の維持を実現するためには継続して実施していかなけ
ればならない。

事務事業の成果指標をさらに
伸ばすことができるか

住民生活課

5.事業費（トータルコスト）の
　削減余地

成果を下げずに事業費・業務
時間を縮減する手段・方策は
ないか

事務事業を廃止・休止・統廃合
した場合、支障があるか

4.廃止・休止・類似事業との
　統廃合余地

成
果

2.対象と意図の拡大・縮小
　余地

対象・意図を広げたり、逆に狭
めたりすることはできないか

1.町民等からの意見・要望

1.町の関与の必要性

所属部門事務事業名

維持

①公営住宅の一般的な営繕に関しては、入居者からの申出に応じ、その営繕の必要性・緊急性を総合
的に判断し民間業者に随時依頼し、退去に伴う大規模営繕に関しては、営繕協力会を主眼とした委託
により修繕業務を進めていきます。
②住宅の長寿命化に向けた営繕に関しては、芽室町公営住宅等長寿命化計画に基づき西町団地の１
棟8戸の改善工事を実施します。
③昨年に続き被災した西町団地の災害復旧を行います。(4棟16戸)
④上位計画の住宅マスタープランの見直しにあわせ、適正な管理戸数について、次期公営住宅等長寿
命化計画につなげるため、課題等の整理と将来的な在り方について様々な角度から検討していきま
す。

削減

向上

コスト

増加

業務改善

 2.改革・改善による期待成果

公営住宅係

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

6.受益と負担の適正化余地

なぜ、この事務事業は税金を
投入して、町が行わなければ
ならないのか

　基本的には家賃で運営すべきと考えるが、公営住宅の適正な維持管理業務を継続させるためには、管理者である町
の関与は不可欠である。

維持

改革・改善実施の方向性 1.改革・改善案の概要（現状で想定される課題や解決策がある場合には合わせて記入）

 この事務事業に対して、町民から
 のホットボイスなどの広聴制度、
 また、議会や関係者からの意
 見・要望が寄せられているか

目
的
妥
当
性
評
価

　公営住宅法に基づく家賃算定方法により、入居者の収入に応じた家賃負担をしてもらっている。

老朽化した公営住宅の建て替えの要望(ホットボイス、アンケート結果から)

※反映させた具体案はシート下段の改善・改革の概要に明記

有
効
性
評
価

3.成果の向上余地

公営住宅維持管理事業
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